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① HitotsubashiUniversityGlobalEducationProgram(Hop)放置の背景

一橋大学は､国立大学の中では､交換留学制度は早くから始めた大学であり､1987

年には卒業生会である社団法人如水会による奨学金の支給が開始され､今日に至るまで､

一橋大学の国際交流における中心的役割を果たしてきたと言える｡よって､1995年か

ら､国立大学で英語による短期留学プログラム (以下 ｢短プロ｣とする)が徐々に設置

されるようになってからも､従来の交換留学制度の下で協定校との一年間の学生交換を

行っていた｡このような短プロがない状況でも､年間30数名の学生を協定校との間で

相互に交換していたが､数年前からこの交換留学制度において､種々の問題が顕在化し

てきた｡

まず､協定校において日本語学科や日本語教育プログラムの縮小 ･廃止､あるいは日

本語履修者の減少が起こり､本学が受入れ可能な日本語能力試験2級程度以上の学生が

少なくなった｡これは､協定校から本学へ派遣される交換留学生の減少を招き､本学の

派遣超過という交換学生数の不均衡が生じるようになり､ついには､協定校のなかで､

交換留学制度を一時停止するところも現れた｡この不均衡問題を解決するためには､日

本語能力が低くても協定校からの交換留学生を受入れざるを得ない状況になり､日本語

能力試験2級程度以上という語学要件は有名無実化してしまった｡これにより､日本語

能力初級レベル (未習者を含む)の交換留学生が増加した｡当時､本学では英語で行わ

れる授業科目が非常に少なかったため､このような学生は､日本語教育科目以外､ほと

んど履修できる科目がないという状況にあり､日本語習得に強い意欲のない学生は､時

間をもてあますようl±なっていた｡また､日本語能力が低い交換留学生や日本語専攻の

交換留学生の場合､受入れ学部と指導教授が決まらないケースも見受けられるようにな

ったO-橋の交換留学生規則では､指導教員を定めて､交換留学生を学部 ･研究科で受

入れることになっているが､日本語能力が低い学生の場合､指導教員を引き受けてくれ

る教員を見つけることが困難となってきたのである｡日本語専攻の学生の場合､本学の

4学部 (商学､経済学､法学､社会学)のどれにも対応せず､たとえ副専攻として､経

済学など社会科学系の学問を勉強していても､｢副専攻では指導教員を定めて受入れる

に値しない｣ということで､受入れ学部をめぐって､学部間でたらい回しになることも

が増えていたoさらに､協定校からl年間 (2セメスター)ではなく､半年間 (lセメ

スター)だけ学生を派遣したいという要望が強くなっていたが､指導教員を付けて交換

留学生を受入れ､その指導教員のゼミナール (2セメスターをまたぐ通年科目)に参加

することが､必修に近い形で慣例となっていた 1一橋では､その希望に十分応えること

1-橋では､学部課程の3､4年生はゼミナールが必修となっており､交換留学生を学部の3年生として位
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ができていなかった｡ついには､日本語能力が低い交換留学生の中から､ゼミナールの

履修を望まないものも出てくるようになった｡当時の交換留学生の日本語 レベルと履修

形態を表すと以下の図 1のようになる｡

図1 交換留学生の日本持レベルと履修形態(短プロ投覆前)

日本語による全学共通教育.学部教育科目

交換留学生 日本持能力上

級者(ごくわずか) (一般の授業)

単位付与日本語能力中級者(減少傾向) -般日本語､日本語.日本事情科目(学部正規留学生､交換留学生､

研究生等を対象)単位付与′

′′′′′′′日本語能力初級者

日本語予備教育科目(増加傾向) (大使館推薦の国費

留学生(研究生)等を

対象)単位なし

る履修形態(方*実線は主た

性)を表し､点線が履修可能性を示すo一方､新 しい学生交流協定校を

開拓 しようとしても､本学に英語による科目がほとんど開講されていないことがわか

ると交渉が打ち切られるという問題も生じるようになっていた｡加えて､既存の協定校

からも､学生交流協定更新に際し､他の国立大学の短プロを引き合いに出され､本学に対して､英語によるプログラムを設置 してほし

いという強い要望が提起されるようになっていた｡このような状況を打開するため

には､英語による短プロを設置するしかないという意見が当時の国際戦略本部 (現国際

化推進室)を中心に高まってきた｡短プロがあれば､学生交流協定に基づく､交換留学

生の受入れが容易になるだけでなく､拡大もできるようになり､かつ､既存の協定校と

の学生交流数の不均衡問題が解決できるからである｡また､交換留学生受入れの拡大は

､本学学生の海外派遣の拡大をも可能とする｡こうして､2009年度早々から2010年4月の短プロ設置に向けて､準備が開始

された｡② HGP殻鷹に向けた大学としての方針一橋大学として短プロを設置すると

いう意思決定を行うに当たっては､2007年 4月に発表された ｢一橋大学国際戦略構

想｣と2009年 5月に公表された学長声明が大きな置付けて､受入れていることから､指尊教具のゼミナールへの参加を必須に近い位置づけにしていた0



バックボーンとなった｡特に､学長声明は､2010年度からの第 2期中期目標 ･中期計

画の理念と方針を示したものであり､そこでは､国際化の推進が一橋大学における最重

要課題として位置付けられているOこれは､経済社会のグローバル化が進展する中で､

本学の最大の資産である学生の質を高めるには､日本と海外との隔てなく､国際的に活

躍できる人材を育成することが､大学としての使命であるという一貫した認識に裏付け

られている｡2009年の時点で､一橋大学は 600余名の留学生を受入れていたにも関わ

らず､送出しの学生数は150名弱に留まっていたことから､学長声明は学生の送出しと

受入れの均衡が必要とし､約500名の学生が常に本学から海外に派遣されるという長期

的な数値目標の下､すべての学部学生に1セメスター相当の単位を海外の大学で取得す

ることを卒業の要件とする将来像を描いている｡また､留学生の受入れ促進のためには､

本学の独自性と強みを反映した教育プログラムの提供と英語による教育の一定の体制

整備が欠かせないとし､学部教育においては､英語による短期プログラムと長期プログ

ラムを用意することの必要性を述べている｡短期プログラムは､いわゆる短プロを意味

し､長期プログラムは､グローバル 30の採択大学にみられるような学士課程での英語

トラック (本学では国際 トラックと称している)を意味する｡

これらの方針の実現には､全学的な推進体制の整備が不可欠とし､当時の留学生セン

ター並びに国際戦略本部のあり方及び事務組織を含めた関連組織全体の再編強化を図

るとともに､関係部署 .担当者の連動と協働が必要としており､実際に短プロ設置の過

程において､組織改編も行われた｡さらに如水会等の外郭団体や支援組織との密接な連

携を強調しており､これは短プロ設置を通して強化されつつある｡

③ HGP放置に向けた検肘辞糧

短プロ設置に向けては､検討課題が以下のように整理され､それに基づき具体的なプ

ログラムの組み立てに着手した｡

● 今後の交換留学生受入れにあたって､基本的には日本語や日本に関する学習経験者

を優先するが､日本語能力がない留学生 (日本語末習者)でも積極的に受入れ､そ

のために必要な仕組みと支援体制を構築する｡

● 日本語教育については､初級者向けの科目を拡充する｡そのためには､まず国費留

学生 (研究生)のための予備教育として､既に設置されている初級レベルの日本語

教育プログラムや日本事情関係科目を短プロに取り込み､本学の正規授業科目とし

て単位を付与する｡

● 本学の短プロでの英語による科目では､｢一橋大学らしさ｣を前面に出したカリキ

ュラムを特徴とし､他大学との差別化を図る｡例えば､経済学､ビジネス､マネジ

メント､ファイナンス等で､現代的かつ国際的なテーマを扱う科目等である｡ただ

し､交換留学生の帰国後の単位認定を考えると (特に専攻が日本語やアジア学であ
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る留学生)､一定数の日本事情関係科目も必要である｡

● 英語による科目の構成は､学部課程での既存の英語による科目､各学部から新たに

提供してもらう科目､大学院の研究科から提供してもらう科目､留学生センター(覗

国際教育センター)で新規に開講する科目とし､講師採用にあたっては､学外の機

関 ･団体との連携を模索する｡

● 体験型学習や実践的学習を組み込むことについて検討する｡

● 他大学の既存の短プロにおける科目の開講状況､また文部科学省の資料を考慮する

と､各セメスターに英語による科目を最低 15科目 (30単位)程度は開講する必要

がある｡

● 英語で授業を行う教員へのインセンティブと授業の質向上への取組み(教材開発や

FDを含む)について 検討する｡

● 日本語教育科目と英語による科目の時間割編成について留意する (たとえば､午前

中に日本語教育科目､午後に英語による専門教育科目を置く)｡

● 日本人学生の英語による科目の履修を奨励するが､履修にあたっては一定以上の英

語能力 (TOEFL等のスコア)を求める｡同時に､主として日本人学生向けに､英語

による科目を履修するために必要なスキルを身につけさせる科目を用意する｡

● 短プロ運営のための専任教員およびコーディネーター(いずれも英語で学生対応と

指導ができることを条件とする)を採用する｡

● 協定校以外からの留学生も一定の応募資格と選考基準を設けて受入れ､この場合は､

授業料を徴収するC

● 短プロ設置にあわせて､留学生センターや事務組織の再編を行う｡短プロ設置に伴

い､必然的に今後留学生の受入れと本学学生の送出しが増加することとなる｡その

ため､留学生センターを改組し､短プロの担当部門だけでなく､海外留学を支援す

る部門も設置し､学生交流に関する支援体制を整える｡同時に国際関係業務に関わ

る事務組織の再編も必要となる｡

上記の検討事項を踏まえて､短プロを設置した場合の交換留学生の日本語レベルと履

修形態に関する構想は次の通りである｡
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図2交換留学生の日本持レベルと履修形態 (短プロ投覆後)

日本語による全学共通教育.学部数

育科

目(一般の授業

)交換留学生 日本持能力上級

者 単位付与(韓国､台湾の新規協定 一般日本語､日

本語.日本事情科目枚からの留学生) (学部正規留学生､交換留学生､研

究生等を対象)日本語能力中級者(主と

して日本語専攻の留学生) . 単

位付与

′′′′′′日本語能力初級者(欧米諸国を中

心に今後も増加傾向) ′*実線は主たる履修形態(方向性)を表し､点線が履修可能性

を示す○㊨ HGPの開放とプログラムの特散前述の検討課題について一つ一つ

詰めながら､併せて､学士課程を持つ 4学部や全学共通教育科目を担当する大学教育研究開

発センターなどの協力を仰ぎつつ､2010年 4月に HitotsubashiUniversityGFobalEducation

Program(HGP)を国際教育センターで開設することができた｡HGPの科目構成は以下のとおりである｡

a. 英語で授業が行われる日本事情関係科目群b.英語で授業が行われる社会科学分野の専門教育科目

群C. 初級 レベルを中心とした日本語教育科 目群d.英語による授業を受講する

ために必要なスキルを身につけるための科目群a､C､dの主たる科 目は､国際交流

科目として､国際教育センターが開講 し (ただ し､中級 レベルの日本語教育科目は全学共

通教育科目か らの提供)､bについては各学部の専門教育科目として開講されている

もの (大学院課程と学部課程の共修科目を含む)､あるいは全学共通教育科目として開講され

ているものを､HGPに開放 してもらっている｡HGPは､留学生を対象とした科目

を除いて､基本的にすべての本学学生 (研究生を含む外国人留学生及び日本人学生)に

開放されている｡ただ し､上記 aとbの科目については､英語で授業が行われるため､履修者は TOEFL-PBTで 550点､TOEFL-iBTで 79点



相当の語学力を有することが望まれるとしている｡科目によって､実際に必要な英語力

にはばらつきがあるため､学生には事前にシラバスを熟読するとともに､英語力に不安

がある場合は､各科目の担当教員に相談するように指導している(担当教員によっては､

履修にあたって､一定の英語力を求めている場合もある)0

また､bは全学共通教育科目群､または各学部の専門教育科目群とHGPのダブル ･リ

スティング (大学院課程と共修科目の場合は､HGPを含め トリプル ･リスティング)と

なるため､学生の所属学部 ･研究科によって､単位の取り扱いが異なる｡通常､これら

の科目を ｢HGPの科目として｣履修した場合､学部生は (自由)選択科目として換算さ

れ､大学院生については､成績評価と単位は付与されるが修了に必要な単位とはみなさ

れない｡

図3 HGPの科目構成と学生の履修に関する概念図

海外からの交換･短期留学生

HitotsubasMUniversity
GIobalEducationProgram (HGP)

く留学生専用科目:日本語初級科目

等)同株交漉科目(英精で行う科目円陣軟膏センタ-

)『慎(藁務で行う科目) (日本棒中級科目等)

各学部専門教育科目 全学共通教育科目
(日本橋で行う科目)

(日本語で行う科目)日本人学生 ･学位取得留学生2010年度､HGPの全開

講科目数は58科目であり､そのうち英語によるa.日本事情関係科目とb.社会科学分野の

専門教育科目の合計が 35科目､ C.日本語教育科目が 18科目､d.英語による授業

を受講するために必要なスキルを身につける科目が5科目であった｡a.においては､

留学生を対象として､日本文化や社会に関する体験型学習を行う演習科目 "Exp一oreJapanSeminar"を両学期に開講している｡また､b.には留学生対



象のスタディ･スキルを身につけるための演習科目 "SocialSciencesSeminar"や留

学生と日本人学生がともに欧州で短期研修を受ける "Euro-AsiaSumerSchool"とい

ったユニークな科目がある｡

2011年度の開講予定科目数は､ほぼ前年と同数であるが､日本人学生に対して､英

語による科目の履修をさらに奨励するため､dの分野を1科目増やす (計 6科目)と共､

に､グローバル化への課題を含め学生のニーズや興味関心に応じて､柔軟に科目を開講

できるようにするために､"SpecialTopicsinSocialSciences"という科目をaの分

野に新設する｡ここには､最大 5科目まで開講できる枠を作り (2011年度は 2科目開

講予定)､実際の具体的な科目内容は副題で示す｡この科目の設置により､年度 (期間)

限定で開講する科目､外国人客員研究員や実務家教員に担当してもらう科目､集中講義

として開講する科目などに対応できる体制が整ったといえる｡4学部でも､それぞれ同

様の科目が設置されてきている2｡さらに､日本語能力上級者を対象として､日本語で

行う演習科目 "SpecialSeminaronJapaneseLanguageandCulture"を両学期に開講

する｡この科目は､元々2005年に日本語日本文化研修生向けに開講された特別科目 (早

位は付与されていなかった)であったが､それをHGPに組み込むことにより､大学の正

規科目となるだけでなく､日本語能力の高い交換留学生特有のニーズに応えることが可

能となる｡具体的に言うと､企業でのインターンシップがこの科目には含まれているか

らである｡

時間割は､主として (月曜日を除いて)､午前中に初級日本語教育科目を配置し､で

きるだけ午後にそれ以外の科目を開講するようにしている｡

HGPでは本学専任教員だけでなく､外国人客員研究員､ボス ドクを含め本学の博士課

程を修了した若手研究者 (特に本学の元留学生)､外国大学日本校の教員､企業 ･政府

系機関 ･NP03などからの実務家教員を非常勤講師として採用しており､教員の多様性が

高いのも特徴である｡

なお､HGPの開講科目リス トや時間割等の詳細については､本学のウェブサイ トを参

照されたい (http://cse.hit-U.ac.｣p/html/web5E.html)o

⑤ 交換官学生に対する応募事件

HGPの設置により､交換留学生に対する語学力要件は､それまでの ｢日本語能力試験

2級合格程度｣というものから､以下のうち最低一つを満たすことに変更した｡

● TOEFLのスコアが PBTで550または iBTで79程度

2 商学部では S̀pecialLecture"､経済学部では"SelectedTopicsinEconomics"､社会学部では"Social

SclenCeSinEnglish"など｡

3 (社)日本貿易会が設立したNPO法人であるABIC(ActiohfoilaBetterInternationalCommunity)に
は､商社やメーカーで長年海外勤務を経験した退職者が多数登録しており､そこから講師を派遣してもら

っている｡ABICに関する詳細ついては､ウェブサイ トを参照のこと (http://www.abic.or.jp/)｡
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● IELTSのスコアが 6.0程度

● 日本語能力試験の2級または N2合格程度

英語圏 (香港 ･シンガポールを含む)の協定校からの志願者には､上記の語学要件を

求めないが､日本語学習経験がある志願者の場合は､協定校の日本語教員によって記入

される｢日本語能力評価書｣を提出してもらっている｡また､新たにGPAの要件を設け､

4点満点のスケールで2.7ポイント以上とした｡

⑥ 交換官学生の履修

HGPが設置される前は､日本語能力の低い交換留学生の間で日本語教育科目以外に履

修できる科目が少ないという不満があり､最低履修単位数を設定することはできなかっ

たことから､極端に履修科目数 (単位数)の少ない者が出て､問題となっていた｡また､

同タイプの交換留学生から､内容が十分に理解できないにも関わらず､指導教員のゼミ

ナ- ルに参加するのは苦痛という意見もあったoHGPの設置により､英語による科目を

一定数開講できるようになったことから､学生のワークロー ドを考慮し､1学期 (セメ

スター)あたりの最低履修科目単位数を以下のように決めた｡

● 日本語教育科目のJapanese1(10単位)及びJapanese2からJapanese8(いずれ

も5単位)の履修を許可された交換留学生は､毎学期 10単位以上履修すること

● それ以外の交換留学生は､毎学期 12単位以上履修すること

併せて､慣例的に必修となっていた学部ゼミナール (通年科目)4の履修を日本語能

力の高い交換留学生に限った許可制による選択科目に変更した｡これにより､協定校か

らの要望が強かった 1セメスターだけの交換留学生も無理なく受入れられるようにな

った｡ただし､｢ゼミナールの一橋｣という伝統と定評の下､ゼミナールが本学におけ

るラーニング ･コミュニティとして大きな役割を果たしていることから､HGPにも英語

によるゼミナールを 2科目(先述の "ExploreJapanSeminar"と "Socia一Science

Seminar")設け､日本語能力が低い交換留学生でもゼミナール体験ができるように配慮

している｡

現在の本学における交換留学生の日本語能力と履修科目選択の幅を示すものが､次の

4 一橋大学でのゼミナールとは､1人の教員が1クラス10人前後の学生を担当し､皆が同じ本を読み､同

じ問題を考え､討議し､互いに切瑳琢磨して学んでいく教育の場と位置付けられている｡そこは､知的共

同体であると共に､社会について議論を戦わせたり､自分の悩みを語り合あえる友人関係を育む場でもあ

るo言い換えると､指斗教具と少数の学生によるゼミナールは､学問的な成果だけではなく､人間として

の秤も育む場でもあると言える｡よって､ゼミナールを軸とする学生同士や教員との深い交流が卒業後に

続くことも少なくない｡一橋大学では､少人数での密度の高い教育を行うために､前身である東京商科大

学の時代から一貫して､このゼミナールが重視されてきた｡3､4年次の ｢ゼミナール｣は必修科目で､学

生が自ら選択した専門領域で､本格的な学習 ･研究に取り組み､それを ｢卒業論文｣としてまとめる｡加

えて､学部によっては､l年次から必修科目としての斗入ゼミナールが用意されている｡
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表 1である｡HGPを設置した後でも､日本語能力が高い学生のほうが､より科目選択の

幅が広いことが分かる

表1 交換官学生の日本精能力と履修科目選択の嶋

OptionsAvailablefor

VariousJapaneseProficiencyLevels

CourseTypes JapaneseLanguageProficiency
Beginner Jntermediate A

dvanced"Seminar"taughtinJapanes

e - - △UndergraduatecoursestaughtinJap

anese - / /"Seminar"forexchangestudentstaug

htinEnglish △ △ -Course

staughtinEnglish / / /Japa

neseasaSecondLanguage / / //=reg

istrationopentoeXchangestudentsA =admitteduponscreenlng,maybeenroHedinONLYone

oftheseseminartypes⑦ 交換官学生の指導助言体制交換留学

生の受入れ先は､従来通り､学士課程の学生の場合は､協定校 (母校)での専攻や所属

学部に対応する本学の学部､大学院課程の場合も､同様の観点から対応する本学の研究科と

している｡よって､HGPはあくまでも国際教育センターが運営する全学生を対象とした教育

プログラムという位置づけにあり､交換留学生の所属先とはしていない｡日本語能

力が高い交換留学生は､これまで通り､受入れ学部のゼミナール履修が許可され､その

担当教員が当該学生の指導教員として､修学指導上での中心的な役割を果たす (Aタイ

プ)｡学部ゼミナールの履修を希望しない､あるいは日本語能力の関係で早部ゼミナー

ルを履修することはできないが､専攻に関する勉学を重視する交換留学生の場合､受入

れ学部の学部教育委員や当該学生の専攻と専門が重なる教員が修学指導上での中心的な役割を果

たす (Bタイプ)｡そして､HGPの科目 (特に英言吾による科目)を中心に履修する交換留学生の場合､国際教育センターでHGPを担当する国際交流



の教員が修学上の相談に関する主たる対応者となる (Cタイプ)｡最後に､母校 (協定

校)での専攻が日本語､あるいは日本語学科に所属しており､本学では日本語教育科目

の履修が中心となる交換留学生の場合､国際教育センターの日本語教育部門の教員が修

学上の相談に関する主たる対応者となる (Dタイプ)｡先述の通り､すべての交換留学

生は､各学部 ･研究科で受入れられるため､BタイプからDタイプの学生も､学部の指

導教員が付くが､そこには二つのケースがある.1つ目は､来日後のオリエンテーショ

ン時までは､学部長預かりのような形で､学部教育委員と留学生専門教育教員が連携し

て指導にあたり､面談の上､特定の指導教員が決まるケース (Aタイプになる場合を含

む)である｡二つ目は､学部専門教育科目の履修がほとんどなく､日本語教育科目を含

むHGPの科目の履修が中心となるため､そのまま留学生専門教育教員と学部教育委員が

連携して､指導にあたる場合である｡このようなタイプ別の指導 (主たる指導教員)に

加えて､AからDタイプのどの交換留学生であっても､履修科目の種別に応じて､修学

上の相談が受けられるような体制を取っており (表 2を参照)､生活面や適応上の問題

を含め､相談する事項に応じて､誰が対応してくれるのかが一目でわかる連絡先を付し

た一覧表をオリエンテーション時に留学生に配布している｡

表 2 交換留学生のタイプと修学上の指導体制 (ガイ ドライン)

学部.研究科での受入ステイタス 交換甲学生の履修傾向によるタイプ 科目種別毎の修学上の相陳(対応肴

)学部ゼミ所属 Aタイプ学部ゼミをJI体する交換田学生● ゼミ.: :G:藍 這 --＼ ＼ ゼミ埋当救良くゼミ緒斗改良)宇部教育委員+評紘良.また

は学f学部長預かり(実際は､学部教育委 B.タイ毒琵 琶 .W TRi軍換監: HB

Gi駄 目＼ ＼良､評議良､または学部で当鋲学生の専攻と専門が重なる(近い)教員､留学生担当教員が実質的な持寄をする埠 蔀で当技学生の専攻と専門が重なる(近い)教負Eg際教育センターZEl麻交充科目部門国際教育センタ-日本指数青部門CタイプHGP(美橋､日本

精 を中心換田学生

● HGP(美持)合も含

む) ● 日大捕教育組 _Dタイプ 日本汚教育科目 - するくす攻木精の)交換町学● HG

P(英持)● 日本話教育科目注意 :生活上､適応上の指斗助言は､国際教育センター留学生 ･海外留学

相談部門が主に担当する｡また､この表はガイ ドラインであり､実際の修学上の指串や体制については､各

学部により異なる場合があるo上記の表2に注記しているように､生活上､適応上

の指導助言は､国際教育センターの留学生･海外留学相談部門の教員が対応する｡同部

門は国際教育センタ-の専任教員1名と国際教育センターを兼任する4学部の留学生専

門教育教員とで構成され､同センター内にある留学生相談室を運営しており､その共同

的な仕組みにより､受入れ学部と国際教育センターとの連携がうまく図られている｡こ

れは小規模大学として､教員数が限られている中での工夫の産物だが､結果的には､交換留学生を含む留学生全体の支援



において､各学部･研究科と国際教育センターの橋渡し的な役割を果たしていると言え

るO

⑧ 留学生センターと官学生課の改組及び第2次中期目積 .中期計画

HGPの開設に合わせて､本学は学生交流協定校を増やしてきており､留学生の受入れ

だけでなく､海外留学 ･研修も拡大するため､2010年 2月に留学生センターを国際教

育センターに､留学生課を国際課にそれぞれ改組した｡国際教育センターは､それまで

の2部門 (日本語教育部門､留学生指導部門)体制から､HGPを担当する ｢国際交流科

目部門｣を加え3部門体制とすると共に､留学生指導部門がそれまで実質的に行ってき

た海外留学 .研修に関する指導やプログラム運営を明文化し､｢留学生 ･海外留学相談

部門｣となった｡改組の際､国際交流科目部門には､HGPを担当する専任教員､日本語

教育部門には､HGPの初級日本語教育科目を担当する専任教員が､それぞれ新たに採用

された｡

事務サイドは､それまで学術国際交流､大学間交流業務などは総務部研究支援課の国

際チームが行い､学生国際交流､留学生関係､海外留学業務などは学務部留学生課が担

当していたが､この二つが統合し学務部国際課となった｡これにより､国際関係の事務

はワンス トップ･サービスを提供できるようになった (図4参照)｡併せて､国際課に

はHGPのコーディネーターが新たに採用された｡

図4 国際教育センターと国際化の新体制
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さらに､文部科学省大学国際戦略本部強化事業で設置された国際戦略本部は､学長

をヘッドとする国際化推進本部に改組され､それを支える事務組織として､国際担当

の副学長をヘッドとする国際化推進室が作られ､そこには事務局長､総務部長､学務

部長も入ることたなった｡国際化の推進が､本学の最重要課題として位置付けられて

いることを反映し､国際化推進の司令塔と実際に国際教育事業を運営 ･実施する実動

部隊を共に再編 ･強化したと言える｡

2010年度から始まった第2期の中期目標 ･中期計画では､2009年5月現在で600名

程度あった外国人留学生を2016年3月までに300名増やすこと (留学生数900名)及

び､2009年度に年間で150名であった海外留学 ･研修参加学生数を2016年3月までに

300名とする (ヘッドカウントでの年間の海外留学 .研修参加者数を300名とする)敬

値目標が掲げられた｡この外国人留学生を6年間で300名増やす数値目標の中で､交換

留学生の受入れは､120名程度を目安としている｡学生交流協定校数は､2008年5月現

在で30校程度であったが､2011年 3月までには50校にまで増える予定である｡交換

留学生の受入れ数も2009年度 35名程度あったものが､2010年 11月時点では60余名

となった｡

⑨ HGP及び交換留学生制度に関する今後の課農

HGPの初年度が終わろうとしている現時点で､以下のような点がHGPと交換留学制度

における今後の課題として挙げられる｡

● 他大学の短プロにみられる IndependentStudyをHGPに設けること

● 日本人学生の HGP科目履修者を増やすための方策 (学生の英語力強化を含む)が

十分でないこと｡例えば､交換留学制度で派遣される本学学生には､一定数のHGP

の科目の履修を義務付ける､あるいは HGPの科目を一定数履修した学生には､そ

れを示す証書を発行する)

● 北米と中南米の学生交流協定校が少ないこと

● 授業料徴収ベースで､協定校以外からの留学生も受入れること

● 欧州やアジアの協定校から､大学院レベルの交換留学生の派遣が増加する傾向に

あるが､本学各研究科での受入れ体制 ･制度の整備が十分ではないこと (大学院

は独立性が高いため､全学的な学生国際交流委員会が主導的に受入れについて決

めることは困難)

● 英語で授業を行うことに対するインセンティブがないために､専任教員の協力が

得にくいこと (人事評価上での優遇や給与または研究費での手当てが必要)

● 英語で授業を行う科目に関する教材開発費が措置されてないこと

● 非常勤講師を含め英語で授業を行う教員に対して､授業の質を向上させるための

FacultyDevelopmentを提供できていないこと

192



● HGPを長期にわたって安定的に運営するための資金確保が十分ではないこと

● 如水会を始めとする外郭団体 ･学外組織にHGPの意義を理解してもらい､HGPへの

支援を得ると共に､それらの団体 .組織との連携による魅力的な授業やインタ-

ンシップの提供を図ること

● 留学生宿舎の収容力が限界に達してきており､今後の交換留学生の増加には､借

り上げまたは建設による宿舎の確保が必要であること

● 増加する交換留学生の受入れに対して､同様に交換留学生の派遣を増やすための

方策 (学生の英語力強化､送出し業務に関するスタッフの強化､受入れ超過にな

りがちなアジア諸国の協定校との交換留学において､本学から派遣する学生をど

う増やすか､大学院生レベルの交換留学生をどう増やすか)が十分でないこと

● HGPを学士課程における国際 (英語) トラックの新設にどう結び付けるか｡

以上のような課題を抱えながらも､HGPの設置は､一橋大学の国際化におけるマイル

ス トーンであることは間違いなく､本学における国際教育のさらなる発展と可能性の

高まりを象徴していると言える｡
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